
令和５年度　千葉県看護協会　重点事業

　わが国では、少子高齢社会の人口及び疾病構造を見据えた社会保障制度改革、特に医療制度改革が進められて
いる。千葉県においても「保健医療計画」「高齢者保健福祉計画」等により、県民一人ひとりが健やかに地域で暮
らし、心豊かに長寿を全うできる総合的な保健医療福祉システムづくりや、高齢者が安心して暮らし続けられる
地域社会の実現を目指し、2025 年を見据えて、地域医療構想の実現、地域包括ケアシステムの構築・推進など様々
な事業が進められている。
　さらに、団塊ジュニアが高齢者となる一方で支える人口が減少するなどの様々な社会情勢の大きな変化が見込
まれる 2040 年に向け、近年頻発する自然災害や収束が見えない新興感染症の拡大などの健康危機管理問題への対
応なども含めた一層の制度や体制の整備が求められ、第 8次医療計画にも反映されるように取り組む必要がある。
　このような状況の中、看護職不足は全国的な課題であり、地域の実情に応じた地域医療構想との整合性の確保
や地域間偏在是正などの観点を踏まえ検討されている。本県においても 2025 年には約 8,800 人の看護職不足が推
計されており、看護職の定着・確保対策は喫緊の課題である。加えて、近年の広範囲にわたる災害への対策、収
束が見えない新型コロナウイルス感染症対策など県民の生命と生活を脅かす緊急事態が継続しており、医療・看
護に対する期待が大きい中、地域別偏在・領域別偏在などの課題について丁寧な議論と継続的な人材確保につい
て計画に明記することが必要となっている。
　また、少子超高齢多死社会に向けて、医療は病院完結型から地域完結型への移行が加速し、ますます増加する
医療依存度の高い在宅療養者や障がい者への支援、社会を支える次世代の子どもたちの健全な育成が求められて
いる。この課題を解決するためには、在宅療養者・障がい者・子育て世代と、専門職や地域住民、自治体等が協
働して支える自助・共助・公助のしくみとして、「全世代を対象とした地域包括ケアシステム」の構築・推進が必
要であり、在宅医療を支える人材育成、関係機関・団体との連携体制の構築、看―看連携や多職種とのネットワー
クづくり（地域連携）、訪問看護への総合的な支援等地域の実情に応じて看護の視点で健康に関する地域課題を共
有し、生活の場である地域において切れ目のないケア提供ができるよう進めていく必要があると考えている。
　医療政策の分野では、地方分権の推進が進められており、看護職に関わる政策・事業の多くが国から地方に移
行している。看護職の機能と役割を十分に発揮するため、今後は一層千葉県、市町村と連携した政策策定への参
画と看護政策の推進が重要となる。職能団体として、看護職に関わる様々な課題の解決を進め、地域の各実践の
場において、看護職が的確に役割を果たすためには、医療・看護に係る政策の推進役となる本協会が、戦略的・
継続的に看護政策を推進する力をつけていくことが必要となっている。そのためには会員増が必要不可欠であり、
入会促進活動の推進とともに、職能間の連携強化が必要である。
　以上により、令和 5年度千葉県看護協会は、社会の動向を見据え、看護職が果たすべき役割を見極めながら、
看護の専門性を発揮し、県民の健康な生活を支えるべく、令和4年度に取り組んできた5つの重点事業を充実し、「地
域における看護職の定着・確保」「質の高い看護の提供の構築・推進」「全世代の健康を支える看護提供体制の構築・
推進」「地域における健康危機管理体制の強化」「組織基盤の強化」とし、地域において全世代の健康を支える取
組みを継続的に進めることとして、事業を展開していく。
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１　　地域における看護職の定着・確保の推進

２　　質の高い看護の提供体制の構築・推進

３　　全世代の健康を支える看護提供体制の構築・推進

４　　地域における健康危機管理体制の強化

５　　組織基盤の強化

令和 5年度　　重点事業

重点事業：
１-１　第５次看護職定着・確保の推進
１-２　ヘルシーワークプレイスの推進
１-３　ナースセンター事業の推進
１-４　看護職の魅力の発信による次世代を担う人材の確保
１-５　地域包括ケアを実現するための人材確保（保健師・訪問看護師等）

２-１　生涯教育の推進
２-２　看護研究学会の開催
２-３　認定看護師・専門看護師・認定看護管理者の活動推進に向けた啓発
２-４　特定行為研修制度の普及・活用
２-５　中小規模病院看護管理者の育成
２-６　医療安全対策の推進
　
３-１　全世代を対象とした地域包括ケアシステムの構築・推進
３-２　地域連携強化と多職種連携会議への参画
３-３　訪問看護・看護小規模多機能型居宅介護（看多機）の推進

４-１　新興感染症等パンデミックへの対応体制の強化
４-２　大規模災害発生時の対応体制の強化
４-３　協会における事業継続計画（BCP）の策定

５-１　会員の定着・確保・拡大
５-２　看護政策推進力の強化
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１）看護職定着確保推進計画の中間評価
２）看護職定着確保対策協議会の開催　　年 1回
３）看護職定着確保対策事業の普及啓発
　　（１）「看護ちば」、ホームページ等による広報
　　（２）各種協会事業を通した普及

１　地域における看護職の定着・確保の推進
１-１　第５次看護職定着・確保の推進

１．第 5次看護職定着確保推進計画の普及・推進

事業概要【事業経過、課題、今後の展望】
　当協会では、2020 年より健康の保持増進、疾病予防、病気や障がいがあっても自分らしい生活が送れ
るよう「2025 年に向けた看護の挑戦　看護の将来ビジョン～いのち・暮らし・尊厳をまもり支える看護～」
の実現を目指している。本県は特に慢性的な看護師不足が続いており、地域偏在や領域別偏在が指摘され
ている。このような中で、令和 3年度から 5年間計画となる第 5次看護職定着・確保推進計画を作成し、
目標を達成するための設定指標（数値目標）を設定して各事業を推進している。令和 5年度は計画の中間
評価年であり、進捗状況の確認と共に設定指標の評価を実施する。

成果（進捗状況）

実施内容
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１）ヘルシーワークプレイス取組み宣言施設の増加
２）「ヘルシーワークプレイス推進週間」の推進
　　（１）ホームページ及び「看護ちば」
　　（２）ヘルシーワークプレイス取り組み施設交流会
　　（３）職員の健康づくりの取組事例の紹介
３）ヘルシーワークプレイス研修（再掲）
４）ヘルシーワークプレイス推進アドバイザーによる相談支援の強化
　　（１）電話相談
　　（２）施設支援
５）ハラスメント対策強化への働きかけ

１　地域における看護職の定着・確保の推進
１-２　ヘルシーワークプレイスの推進
　　　 （健康で安全な職場づくりの取り組み）

１．ヘルシーワークプレイス推進事業

事業概要【事業経過、課題、今後の展望】
　千葉県では慢性的な看護師不足や離職率が高い状況が続いており、看護職定着・確保推進計画の目標に
「質の高い医療・看護を提供するため、看護職が働き続けられる職場づくりの推進」を掲げ、ヘルシーワー
クプレイスの推進事業等に取組んでいる。これまでの取組から、労働条件や処遇改善、ハラスメント対策、
子育て支援制度の整備、多様な勤務形態の導入などの効果がみられたが、相談窓口には多岐にわたる相談
が寄せられている現状がある。
　引き続き、ヘルシーワークプレイスの実現に向けて、ヘルシーワークプレイスガイドライン（日本看護
協会 2004 年度策定）の活用を図りながら取組むこととする。推進にあたっては、ヘルシーワークプレイ
ス取組み施設の交流やハラスメント対策の強化等をとおして、県内施設が健康で安全な職場を目指せるよ
う支援する。

成果（進捗状況）

実施内容
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１）看護職の定着確保に係る実態調査
２）看護職の無料職業紹介
３）届出制度
４）未就業看護職の就業支援
５）ナースセンター運営委員会
６）ナースセンター事業の広報
７）日本看護協会・中央ナースセンターと公共職業安定所等との連携
８）看護職への相談支援
９）看護進路相談事業
　　（１）出前授業
　　（２）ふれあい看護体験
　　（３）進路相談
10）訪問看護再就業支援事業

１　地域における看護職の定着・確保の推進
１-３　ナースセンター事業の推進
　　　 （安定的な定着・確保対策の実践、再就業支援等）

１．ナースセンター事業

事業概要【事業経過、課題、今後の展望】
　「看護師等の人材確保の促進に関する法律」に基づき、千葉県から看護協会が「千葉県ナースセンター」
として指定を受け事業を実施している。
　千葉県の就業看護職の現状は、平成 30 年の従事者届によると、人口 10 万対で全国 46 位と厳しい水準
にあり、2025 年には約 8800 人の看護職が不足すると見込まれている。
　ナースセンターを介した再就業者は年々増加しているものの、求人施設と求職者の登録促進とマッチン
グの強化が課題である。併せて、新型コロナウイルス感染症の発生に伴い、医療現場・保健所・療養施設・
ワクチン接種等の求人が増加したことから、今後、ナースセンターの認知度を高める取組みを強化し、求
人施設・求職者の活用拡大を図ることが必要である。

成果（進捗状況）

実施内容
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１）「看護の日・看護週間」
２）進路相談（再掲）
３）出前授業（再掲）
４）ふれあい看護体験（再掲）

１　地域における看護職の定着・確保の推進
１-４　看護職の魅力の発信による次世代を担う人材の確保

１．看護職の魅力の発信による次世代を担う人材の確保事業

事業概要【事業経過、課題、今後の展望】
　18 歳人口が減少し看護人材が不足することから、2030 年には 18 歳人口の 18 人に 1人に看護の仕事を
選択してもらう必要があると試算されている（日本看護協会）。このため、若年層を対象とした看護職の
魅力の発信を強化し、看護人材の確保が重要となる。
　本協会では、令和 3年度より「看護の日・看護週間」を中央行事として位置づけ、地区行事とも連動し、
次世代を担う人材の確保につとめている。
　県内の学校に通う児童・生徒や保護者、学校の進路相談担当者を対象とした進路相談、また、出前授業
やふれあい看護体験により、看護についての知識や理解を深め、看護人材の確保につなげられるよう進め
ていく。

成果（進捗状況）

実施内容
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１）訪問看護推進協議会部会による協議
２）関係団体との連携

１）保健師増員
２）子育て支援、産後ケアの体制整備

１　地域における看護職の定着・確保の推進
１-５　地域包括ケアを実現するための人材確保
　　　 （保健師、訪問看護師等）

１．訪問看護総合支援センター設置に向けた検討

２．地方自治体への要望

事業概要【事業経過、課題、今後の展望】
　本県においては小規模訪問看護ステーションが 7割を占める現状から、人材確保、経営支援、訪問看護
の質向上が課題となっている。日本看護協会が提案している訪問看護総合支援センターは、訪問看護に関
するさまざまな課題を一体的・一元的に解決し、地域における訪問看護提供体制の安定化・推進支援を図
る拠点であり、協会においても訪問看護総合支援センター設置に向けた検討を継続する。
　また、令和3年の県内保健師数は1,500人、人口10万対33.3（平成30年）で全国平均よりも低い現状にある。
地域包括ケアシステムを推進するためには、地域包括の中心的役割を担う保健師の増員が求められる。さ
らに、子育て世代包括支援センターにおける医療機関・地域等の助産師と市町村の連携強化を図る必要が
あり、自治体へ要望を継続していく。

成果（進捗状況）

実施内容
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１）「生活」と保健・医療・福祉をつなぐ質の高い看護の普及に向けた継続教育
２）ラダーと連携した継続教育
３）看護管理者が地域包括ケアシステムを推進するための力量形成に向けた継続教育
４）専門能力開発を支援する教育体制の充実にむけた継続教育
５）資格認定教育

２　質の高い看護の提供体制の構築・推進
２-１　生涯教育の推進

１．生涯教育の開催

事業概要【事業経過、課題、今後の展望】
　看護職がさまざまな場で専門職としての役割を発揮していくためには、自律性が不可欠である。新たな
医療ニーズに対応する能力を身につけ、質の高い看護を提供するための研修と人材育成およびキャリア開
発を念頭においた継続教育が必要であり、本協会でも生涯教育計画として継続教育を実施している。令和
元年度から、日本看護協会の「５つの研修分類」の区分と「看護師のクリニカルラダー（日本看護協会版）」
を各研修に表記し、受講の目安となるようにした。
　個々の看護職が専門職として自己研鑽でき、さらに所属する組織および地域のニーズにも対応できるよ
うな実践的で魅力的な研修を検討し、実施していく必要がある。
　新型コロナウイルス感染拡大の影響でWeb 配信の研修を取り入れ、その利点を活かし成果をあげられ
るようになった。今後は、対面研修とWeb 配信研修の特徴を考慮し、状況に合わせて研修成果が最大限
にできるように、ハイブリッド形式を加える等研修方法を検討し実施していく。

成果（進捗状況）

実施内容
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１）第 41 回千葉県看護研究学会の開催

　　令和 5年 10 月 13 日（金）　

２　質の高い看護の提供体制の構築・推進
２-２　看護研究学会の開催

１．看護研究学会の開催

事業概要【事業経過、課題、今後の展望】
　看護研究を行うことは、科学的根拠に基づく看護（EBN）を実践することにつながり、看護の質の向上
を目指した活動であり、専門職としての責務でもある。本協会では昭和 57 年度から研究発表を行う場と
して看護研究学会を毎年 1回開催してきた。しかし、令和元年度以降、演題応募数が減少傾向にある。
　臨床現場において質の高い看護を提供するためには、看護研究に取組み、研究結果として得られた新知
見を発表し共有できる看護研究学会の開催意義は大きい。そのため、令和４年度からは、実践報告会と交
流会を加え、演題応募数および参加者数の増加を図っている。
　さらに、看護研究に必須となった倫理審査を受けやすいように、倫理審査委員会を設置し、看護研究に
取組みやすい環境づくりを強化して行く。

成果（進捗状況）

実施内容
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１）専門・認定看護師制度の普及・活用
　　（１）専門・認定看護師等の理解と資格取得の推進
　　（２）専門・認定看護師・認定看護管理者の登録制の活用推進

２　質の高い看護の提供体制の構築・推進
２-３認定看護師・専門看護師・認定看護管理者の活動推進に向けた啓発

１．認定看護師・専門看護師・認定看護管理者の活動推進に向けた啓発

事業概要【事業経過、課題、今後の展望】
　平成 6年に資格認定制度が発足し、診療報酬加算の要件に専門看護師・認定看護師の配置が規定されて
いることもあり、専門・認定看護師制度の普及は進んでいる。令和 4年 11 月現在の千葉県の登録者数は、
専門看護師 116 名、認定看護師 857 名となった。令和 2年以降の新型コロナウイルス感染症対策において
は、感染の分野の専門看護師・認定看護師が専門性を発揮して活動した。専門性の高い看護職の役割の重
要性が認知された。
　しかし、令和 3 年 12 月の調査によると、認定看護師が所属している病院の割合は、200 ～ 299 床で
59.4％、150 ～ 199 床で 44.2％となっており、中小規模病院における認定看護師の資格取得・就業に課題
がある。
　今後もチーム医療を推進していく中で看護の専門性を発揮するためには、より専門的で質の高い知識や
技術を持ったスペシャリストの育成は不可欠であり、組織として資格取得と活動を支援できるよう、活用
可能な情報を適宜発信していく必要がある。
　また、研修等で指導・支援可能な県内の専門看護師・認定看護師の状況を把握し、人材登録制にする等
の取組みについても継続していく。

成果（進捗状況）

実施内容
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１）特定行為研修制度の普及・活用
　　特定行為研修制度の理解と資格取得の推進

２　質の高い看護の提供体制の構築・推進
２-４　特定行為研修制度の普及・活用

１．看護職の専門性の理解と活動推進に向けた啓発

事業概要【事業経過、課題、今後の展望】
　チーム医療を推進し、看護師がさらに役割を発揮するために、平成 27 年 10 月に「特定行為に係る研修
制度」が施行され、令和元年度の認定看護師制度改正により、認定看護師教育課程に特定行為研修が組み
込まれ、令和 3年度から活動を開始している。
　日本看護協会の「看護の将来ビジョン」（平成 27 年）において、特定行為研修制度を通して、高度な看
護を実践する能力を持つ看護職の育成を推進するとしており、少子超高齢社会における地域・国民のニー
ズに積極的に応えるため、制度の活用の推進が求められている。また、チーム医療および医師の働き方改
革を推進する観点からタスク・シフティングを進めるためにも、この制度の普及と活用が重要である。
　全国の特定行為研修修了者は 4,832 人（令和 4年 3 月時点）、研修機関は 46 都道府県で 319 機関（令和
4年 2月時点）であるが、千葉県の登録者は 131 名、研修機関は 6機関となっている。質の高い看護の提
供体制の構築を目指し、本協会の会員施設および会員に対して特定行為研修制度の理解促進のために、特
定行為研修修了者の活動や指定研修機関の研修生受け入れに関する情報提供等を行う。

成果（進捗状況）

実施内容
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１）　中小規模病院看護管理者研修・情報交換会
２）　看護管理者研修（生涯教育）

２　質の高い看護の提供体制の構築・推進
２-５　中小規模病院看護管理者の育成
　　　 （地域内の施設間連携の推進）

１．中小規模病院看護管理者の育成

事業概要【事業経過、課題、今後の展望】
　2025 年を見据え、医療は病院完結型から地域完結型へシフトチェンジし、地域連携の構築および強化
が重要となっている。また、医療費抑制傾向にある診療報酬改定が続き、看護管理者の経営参画意識の向
上が病院維持に不可欠になってきている。300 床未満の中小規模病院が約 8割を占める千葉県においては、
地域医療を担う中小規模病院の看護管理者の果たす役割は大きい。しかし、中小規模病院の看護管理者は、
時間や人員に余裕がなく、希望通りに看護管理者対象の研修等に参加しにくい状況であると推察される。
　そこで、中小規模病院の看護管理者が、看護に関連する診療報酬の活用・看護の質向上・看護職員の定
着と確保・問題解決技法等について学びやすい研修を企画し、マネジメント力の向上を図れるようにする
必要がある。
　平成 24 年から、長期間現場を離れることが難しい看護管理者が参加しやすいように、看護管理の基礎
知識を系統的に学べる 5日間の研修を開催している。また、平成 28 年からは、地域特有の課題について
情報共有ができ、成長とネットワークづくりの場としても活用できる研修を開催している。

成果（進捗状況）

実施内容
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１）医療・看護に関する相談支援・情報提供
　　（１）相談支援（医療事故報告者、施設等への相談支援等）
　　（２）情報提供（「世界患者安全の日」の啓発等 )
２）医療安全の推進
　　（１）医療安全大会の開催
　　（２）医療安全推進の普及啓発
３）医療安全管理者の育成
　　（１）医療安全管理者養成研修会
　　（２）医療安全担当者中央交流会
　　（３）医療安全担当者地区交流会
４）関係機関等との連携促進

２　質の高い看護の提供体制の構築・推進
２-６　医療安全対策の推進

１．医療安全対策の推進

事業概要【事業経過、課題、今後の展望】
　平成 11 年の患者取違い事故以降、国は医療機関における医療安全管理体制の整備を進めてきた。また、
日本看護協会では、職能団体として看護職の安全なケア環境をつくるため様々な取り組みを行っている。
本会においても、看護職が安全に安心して働き続けられる環境づくりを目指し、医療安全対策を推進して
きた。
　平成 17 年より「医療安全推進週間」に合わせて、多職種参加の医療安全大会の開催や医療安全に関す
る標語を募集しポスターにして配布する等、県内の医療従事者の、医療安全への意識の向上と普及啓発を
図ってきた。令和 4年からは、医療安全に関するチーム活動を募集し、多職種協働の推進も強化している。
　今後は、医療安全大会を、より有意義なものにしていくために、行政および医師会等と共同主催する等、
大会の在り方を含めた見直しが必要である。
　さらに、平成 31 年の世界保健機関の総会において、患者安全を促進することへの人々の意識・関心を
高め、国際的な理解を深めるため、9月 17 日が「世界患者安全の日」と制定された。「医療安全推進週間」
と共に、医療安全文化の醸成に向けた取り組みを継続していく。

成果（進捗状況）

実施内容
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１）地域包括ケア推進における看護活動の研修の開催
２）医療的ケア児を支援する地域包括ケア研修の開催

３　全世代の健康を支える看護提供体制の構築・推進
３-１　全世代を対象とした地域包括ケアシステムの構築・推進

１．全世代を対象とした地域包括ケアシステムの構築・推進

事業概要【事業経過、課題、今後の展望】
　少子超高齢多死社会においては、医療は病院完結型から地域完結型へと移行し、住み慣れた地域社会で
暮らす医療依存度の高い在宅療養者（児）や障がい者（児）が増加し、全世代を対象とした地域包括ケア
システムの構築が求められている。地域において疾病・障害・健康等の状態にかかわらず全世代を対象に
生活全般を支援をする看護職がその機能を発揮し、関係機関・多職種との連携を推進する必要がある。

成果（進捗状況）

実施内容
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１）地域包括関連会議 (地域医療構想調整会議、地域ケア会議等 )への参画
２）多職種連携会議への参画

３　全世代の健康を支える看護提供体制の構築・推進
３-２　地域連携強化と多職種連携会議への参画

１．地域連携強化と多職種連携会議への参画

事業概要【事業経過、課題、今後の展望】
　全世代を対象とした地域包括ケアシステムの構築・推進において、看護職がその機能を発揮するために
は、自治体で策定される医療計画・地域医療構想、介護保険事業計画等の策定会議への参画、関係機関・
団体との連携体制の構築、看ー看連携や多職種とのネットワークづくり（地域連携）が必要である。会議
等において、看護の視点で地域の課題を検討し、実情に応じた課題解決ができるように働きかける。

成果（進捗状況）

実施内容
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１）訪問看護推進協議会の開催
２）訪問看護師育成のための研修等
３）新卒者等訪問看護師育成プログラムの活用拡大
４）地域連携フォーラムの開催

１）訪問看護推進協議会、関連機関等における情報収集

３　全世代の健康を支える看護提供体制の構築・推進
３-３　訪問看護・看多機の推進

１．訪問看護師確保・育成

２．訪問看護総合支援センター設置に向けた検討 (再掲 )

３．看多機に関する現状把握

事業概要【事業経過、課題、今後の展望】
　地域においては、疾病・障害・健康等の状態にかかわらず全世代を対象に生活全般を支援する看護職が
その機能を発揮し、関係機関・多職種との連携を推進する必要がある。
　地域包括ケアの担い手となる訪問看護師数について、本県は全国において下位であることや小規模訪問
看護ステーションが県内 5割を占めていることから、訪問看護師の確保・育成を図る必要がある。その際
には、新卒者等採用に向けた育成のため新卒者等訪問看護師育成プログラムの活用の拡大を図る。さらに、
医療依存度の高い人、退院直後で状態が不安定な人、在宅での看取り支援など、住み慣れた自宅での療養
を支える看多機（看護小規模多機能型居宅介護）の推進を図ることを検討する。
　また、訪問看護提供体制の推進には、多職種・多機関の連携が重要であり、県内全体のさらなる推進を
図ることが必要である。

成果（進捗状況）

実施内容
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１）協定締結等による役割の明確化と連携強化
２）県対策本部への参加による関係機関との連携・情報共有
３）支援体制の整備
４）感染症対策を担う看護職の育成

４　地域における健康危機管理体制の強化
４-１　新興感染症等パンデミックへの対応体制の強化

１．新興感染症等パンデミックへの対応体制の整備

事業概要【事業経過、課題、今後の展望】
　この度の新型コロナウイルス感染症をはじめとする新興感染症による感染拡大は、世界的な問題であり、
医療・看護の現場においては患者の受け入れや自施設で感染者の発生など、収束の予測がつかない中で長
期的に広範囲に及ぶ対策に看護職の専門性を発揮し続けなければならない。感染症対策を安全・安心に継
続するためには、情報の共有と関係機関の連携、看護職の役割の明確化が重要であり、協定締結と県対策
本部への看護職の参加が必須となる。
　また、必要な対応策を適切に講じるために、医療・看護の現場である会員施設・会員からの情報・ニー
ズの把握により県内の情報収集をいち早く行うことが必要である。
　さらには、感染症対策を担う看護職を育成し、現場の安全と安心を守る支援も重要となる。

成果（進捗状況）

実施内容
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１）協定締結等による役割の明確化と連携強化
２）県対策本部への参加による関係機関との連携・情報共有
３）災害支援ネットワークの強化
４）災害に備えた支援体制の整備
５）災害支援ナースの育成

４　地域における健康危機管理体制の整備
４-２　大規模災害発生時の対応体制の強化

１．大規模災害発生時の対応体制の整備

事業概要【事業経過、課題、今後の展望】
　近年の災害は広範囲に甚大な被害が頻発しており、平時から有事に向けた準備が必要とされる。現在、
災害発生時の対応は県との間で平成 13 年 8 月に締結された「災害時の医療救護活動に関する協定書」に
より実施しているが、その活動は医療救護活動に協力するとされており、看護職が広範囲に活躍している
実情にそぐわない現状がある。求められる支援に迅速に対応するためには、情報の共有と関係機関の連携、
看護職の役割の明確化が重要であり、現行の協定の見直しと県対策本部への看護職の参加が必須となる。
　また、必要な対応策を適切に講じるために、医療・看護の現場である地区部会や会員施設・会員からの
情報・ニーズの把握など、県内の情報収集をいち早く行うことが必要である。

成果（進捗状況）

実施内容
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１）事業継続計画（BCP）の検討

４　地域における健康危機管理体制の整備
４-３　協会における事業継続計画（BCP）の策定

１．協会における事業継続計画（BCP) の策定

事業概要【事業経過、課題、今後の展望】
　近年、広範囲に甚大な自然災害による被害が頻発しており、平時から有事に向けた準備が必要とされる。
さらに、長期にわたる感染症の拡大による健康危機に対し、看護職が求められる支援に迅速に対応し、公
益法人としての使命を果たすためには、事業継続計画（BCP）を作成し、県民の健康な生活の実現に寄与
するという社会的な責任を果たす必要がある。

成果（進捗状況）

実施内容
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１）新規・再入会の促進
２）継続会員への勧奨
３）情報発信の強化、広報の充実
４）千葉県内看護師等学校・養成所卒業生に向けた協会案内
５）新たな会員獲得のための方策検討

５　組織基盤の強化
５-１　会員の定着・確保・拡大

１．会員増の推進

事業概要【事業経過、課題、今後の展望】
　2025 年、2040 年を展望する課題への的確な対応を進めていくため、協会活動の基盤となる組織力の強
化が不可欠である。（入会率 50％以上）
　職能団体の基盤となる会員の定着・確保・拡大に向け、できるだけ多くの看護職の結集を図ることが重
要である。
　当協会では、2020 年より健康の保持増進、疾病予防、病気や障がいがあっても自分らしい生活が送れ
るよう「2025 年に向けた看護の挑戦　看護の将来ビジョン～いのち・暮らし・尊厳をまもり支える看護～」
の実現を目指している。実現のためには、看護政策を提案し、実行できる組織として、組織基盤の強化を
図り、成長していく必要がある。

成果（進捗状況）

実施内容
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１）地区部会の活動・体制の強化
２）職能間の連携強化
３）看護協会の認知度の向上

５　組織基盤の強化
５-２　看護政策推進力の強化

１．看護政策推進力の強化

事業概要【事業経過、課題、今後の展望】
　組織基盤は、重点政策の着実かつ円滑な実施の土台となるものであり、その充実と強化に取組む必要が
ある。
　本協会は、保健師・助産師・看護師・准看護師のすべての職能が加入できる唯一の職能団体である。そ
れぞれの職能の専門性を生かすとともに職能間の円滑な連携・調整のもと、社会の状況、医療・介護の現
場の課題、国の政策・施策の動向を踏まえ事業を推進してきた。引き続き着実に政策推進の強化に取組む
必要がある。

成果（進捗状況）

実施内容
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